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(57)【要約】
　ハンドタオルなどの紙製品は、高い吸収性、高いキャ
リパおよび良好な知覚柔軟性を有する。２プライ製品は
、少なくとも約２６０ミル／８シートのキャリパおよび
少なくとも約６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量を有する。紙
製品は、構造化ファブリックの製紙ウェブ接触表面の接
触面積比とファブリックのポケットの容積との間の関係
を示す高い平面容積指数を有する構造化ファブリックを
使用して製造される。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸収性セルロース系シートであって、
　前記シートの第１の表面を与える第１のプライ、および
　前記シートの第２の表面を与える第２のプライであって、前記第１のプライに直接付着
している第２のプライ、を含み、
　前記シートは、少なくとも約２６０ミル／８シートのキャリパを有し、かつ前記シート
は、少なくとも約６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量を有する、吸収性セルロース系シート。
【請求項２】
　請求項１に記載の吸収性シートであって、前記シートは少なくとも約７００ｇ／ｍ２の
ＳＡＴ容量を有する、吸収性シート。
【請求項３】
　請求項１に記載の吸収性シートであって、前記シートは少なくとも約２６０ミル／８シ
ートのキャリパを有する、吸収性シート。
【請求項４】
　請求項１に記載の吸収性シートであって、前記シートは少なくとも約２６５ミル／８シ
ートのキャリパを有する、吸収性シート。
【請求項５】
　請求項１に記載の吸収性シートであって、前記シートは約１．０未満の引張り強さ比を
有する、吸収性シート。
【請求項６】
　請求項５に記載の吸収性シートであって、前記シートは約０．８５～約１．０の引張り
強さ比を有する、吸収性シート。
【請求項７】
　請求項１に記載の吸収性シートであって、前記シートは約２．２の伸張比を有する、吸
収性シート。
【請求項８】
　請求項１に記載の吸収性シートであって、前記シートは約３２ポンド／連未満の坪量を
有する、吸収性シート。
【請求項９】
　吸収性セルロース系シートであって、
　前記シートの第１の表面を与える第１のプライ、および
　前記シートの第２の表面を与える第２のプライ、を含み、
　前記シートは約１．０未満の引張り強さ比を有し、かつ前記シートは少なくとも約２５
５ミル／８シートのキャリパを有する、吸収性セルロース系シート。
【請求項１０】
　請求項９に記載の吸収性シートであって、前記第１のプライは前記第２のプライに直接
付着している、吸収性シート。
【請求項１１】
　請求項９に記載の吸収性シートであって、前記シートは約０．８５～約１．０の引張り
強さ比を有する、吸収性シート。
【請求項１２】
　請求項９に記載の吸収性シートであって、前記シートは約２．２の伸張比を有する、吸
収性シート。
【請求項１３】
　請求項９に記載の吸収性シートであって、前記シートは少なくとも約２６０ミル／８シ
ートのキャリパを有する、吸収性シート。
【請求項１４】
　請求項９に記載の吸収性シートであって、前記シートは少なくとも約２６５ミル／８シ
ートのキャリパを有する、吸収性シート。
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【請求項１５】
　請求項９に記載の吸収性シートであって、前記シートは約３２ポンド／連未満の坪量を
有する、吸収性シート。
【請求項１６】
　吸収性セルロース系シートであって、
　前記シートの第１の表面を与える第１のプライ、および
　前記シートの第２の表面を与える第２のプライ、を含み、
　前記シートは約１．０未満の引張り強さ比を有し、かつ前記シートは少なくとも約６７
５ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量を有する、吸収性セルロース系シート。
【請求項１７】
　請求項１６に記載の吸収性シートであって、前記第２のプライは前記第１のプライに直
接付着している、吸収性シート。
【請求項１８】
　紙製品を製造する方法であって、
　製紙機において構造化ファブリック上で水性セルロース系ウェブを形成する工程と、
　前記セルロース系ウェブを前記構造化ファブリック上で非圧縮的に脱水する工程と、
　前記セルロース系ウェブを乾燥させて、前記紙製品を形成する工程と、を含み、
　前記セルロース系ウェブがその上で形成される前記構造化ファブリックの部分は、少な
くとも約２６の平面容積指数を有する、方法。
【請求項１９】
　請求項１８に記載の方法であって、前記平面容積指数は約２６～約３０．５である、方
法。
【請求項２０】
　請求項１８に記載の方法であって、前記構造化ファブリックの前記部分の接触領域は、
全体的に前記構造化ファブリックの縦ヤーン上のナックルによって形成される、方法。
【請求項２１】
　請求項１８に記載の方法であって、完成紙料を使用して前記セルロース系ウェブを形成
する工程をさらに含み、前記完成紙料は少なくとも約１５．５ｍｇ／１００ｍｍの粗度を
有するセルロース系長繊維を含む、方法。
【請求項２２】
　紙製品を製造する方法であって、
　製紙機において水性セルロース系ウェブを構造化ファブリック上に形成する工程と、
　前記セルロース系ウェブを前記構造化ファブリック上で非圧縮的に脱水する工程と、
　前記セルロース系ウェブを乾燥させて、前記紙製品を形成する工程と
を含み、
　前記セルロース系ウェブがその上で形成される前記構造化ファブリックの部分は、（ｉ
）前記セルロース系ウェブが前記製紙機で前記構造化ファブリック上で形成される初期期
間の間および（ｉｉ）前記構造化ファブリックが前記製紙機の約９５０，０００サイクル
の運転の間走行した後に、少なくとも約２６の平面容積指数を有する、方法。
【請求項２３】
　請求項２２に記載の方法であって、前記構造化ファブリックの前記部分の接触領域は、
全体的に前記構造化ファブリックの縦ヤーン上のナックルによって形成される、方法。
【請求項２４】
　請求項２２に記載の方法であって、前記平面容積指数は、（ｉ）前記セルロース系ウェ
ブが前記構造化ファブリック上で形成される初期期間の間および（ｉｉ）前記構造化ファ
ブリックが前記製紙機の約９５０，０００サイクルの運転の間走行した後に、約２６～約
３０．５である、方法。
【請求項２５】
　請求項２２に記載の方法であって、前記セルロース系ウェブを形成するために使用され
る完成紙料を使用する工程をさらに含み、前記完成紙料は少なくとも約１５．５ｍｇ／１
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００ｍｍの粗度を有するセルロース系長繊維を含む、方法。
【請求項２６】
　通気乾燥プロセスを使用して紙製品を製造する製紙機であって、
　水性完成紙料を供給するヘッドボックス、
　接触領域をもつ表面を有する構造化ファブリックであって、（ｉ）前記ヘッドボックス
からの前記完成紙料を前記表面に受けて、それにより、前記完成紙料からセルロース系ウ
ェブを形成し、（ｉｉ）前記セルロース系ウェブを非圧縮的に脱水するように構成される
構造化ファブリック、および
　前記構造化ファブリック上で前記セルロース系ウェブを乾燥させる少なくとも１つの通
気乾燥機、を備え、
　前記セルロース系ウェブがその上で形成される前記構造化ファブリックの部分は、少な
くとも約２６の平面容積指数を有する、製紙機。
【請求項２７】
　請求項２６に記載の製紙機であって、前記平面容積指数は約２６～約３０．５である、
製紙機。
【請求項２８】
　請求項２６に記載の製紙機であって、前記構造化ファブリックの前記接触領域は、全体
的に前記構造化ファブリックの縦ヤーン上のナックルによって形成される、製紙機。
【請求項２９】
　吸収性セルロース系シートであって、
　製紙機において構造化ファブリック上で水性セルロース系ウェブを形成する工程と、
　前記セルロース系ウェブを前記構造化ファブリック上で非圧縮的に脱水する工程と、
　前記セルロース系ウェブを乾燥させて、前記吸収性セルロース系シートを形成する工程
と、を含み、
　前記セルロース系ウェブがその上で形成される前記構造化ファブリックの部分は、少な
くとも２６の平面容積指数を有する方法によって製造される、吸収性セルロース系シート
。
【請求項３０】
　請求項２９に記載の吸収性シートであって、前記平面容積指数は約２６～約３０．５で
ある、吸収性シート。
【請求項３１】
　請求項２９に記載の吸収性シートであって、前記シートは、少なくとも約２６０ミル／
８シートのキャリパおよび少なくとも約６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量を有する、吸収性シ
ート。
【請求項３２】
　請求項２９に記載の吸収性シートであって、前記シートは約３２ポンド／連未満の坪量
を有する、吸収性シート。
【請求項３３】
　紙製品を製造する方法であって、
　製紙機において構造化ファブリック上で水性セルロース系ウェブを形成する工程と、
　前記セルロース系ウェブを前記構造化ファブリック上で非圧縮的に脱水する工程と、
　前記セルロース系ウェブを乾燥させて、前記紙製品を形成する工程と、を含み、
　前記セルロース系ウェブがその上で形成される前記構造化ファブリックの前記部分は、
少なくとも約２７の調整平面容積指数を有する、方法。
【請求項３４】
　請求項３３に記載の方法であって、前記調整平面容積指数は約２７～約３１．５である
、方法。
【請求項３５】
　請求項３３に記載の方法であって、前記構造化ファブリックの前記部分の接触領域は、
全体的に前記構造化ファブリックの縦ヤーン上のナックルによって形成される、方法。
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【請求項３６】
　請求項３３に記載の方法であって、完成紙料を使用して前記セルロース系ウェブを形成
する工程をさらに含み、前記完成紙料は、少なくとも約１５．５ｍｇ／１００ｍｍの粗度
を有するセルロース系長繊維を含む、方法。
【請求項３７】
　紙製品を製造する方法であって、
　製紙機において水性セルロース系ウェブを構造化ファブリック上に形成する工程と、
　前記セルロース系ウェブを前記構造化ファブリック上で非圧縮的に脱水する工程と、
　前記セルロース系ウェブを乾燥させて、前記紙製品を形成する工程と
を含み、
　前記セルロース系ウェブがその上で形成される前記構造化ファブリックの部分は、（ｉ
）前記セルロース系ウェブが前記製紙機で前記構造化ファブリック上で形成される初期期
間の間および（ｉｉ）前記構造化ファブリックが前記製紙機の約９５０，０００サイクル
の運転の間走行した後に、少なくとも約２７の調整平面容積指数を有する、方法。
【請求項３８】
　請求項３７に記載の方法であって、前記構造化ファブリックの前記部分の接触領域は、
全体的に前記構造化ファブリックの縦ヤーン上のナックルによって形成される、方法。
【請求項３９】
　請求項３７に記載の方法であって、前記平面容積指数は、（ｉ）前記セルロース系ウェ
ブが前記構造化ファブリック上で形成される初期期間の間および（ｉｉ）前記構造化ファ
ブリックが前記製紙機の約９５０，０００サイクルの運転の間走行した後に、約２６～約
３０．５である、方法。
【請求項４０】
　請求項３７に記載の方法であって、少なくとも約１５．５ｍｇ／１００ｍｍの粗度を有
するセルロース系長繊維を含む、前記セルロース系ウェブを形成するために使用される完
成紙料を使用する工程をさらに含む、方法。
【請求項４１】
　通気乾燥プロセスを使用して紙製品を製造する製紙機であって、
　水性完成紙料を供給するヘッドボックス、
　接触領域をもつ表面を有する構造化ファブリックであって、（ｉ）前記ヘッドボックス
からの前記完成紙料を前記表面に受けて、それにより、前記完成紙料からセルロース系ウ
ェブを形成し、（ｉｉ）前記セルロース系ウェブを非圧縮的に脱水するように構成される
構造化ファブリック、および
　前記構造化ファブリック上で前記セルロース系ウェブを乾燥させる少なくとも１つの通
気乾燥機
を備え、
　前記セルロース系ウェブがその上で形成される前記構造化ファブリックの部分は、少な
くとも約２７の調整平面容積指数を有する、製紙機。
【請求項４２】
　請求項４１に記載の製紙機であって、前記調整平面容積指数は約２７～約３１．５であ
る、製紙機。
【請求項４３】
　請求項４１に記載の製紙機であって、前記構造化ファブリックの前記接触領域は、全体
的に前記構造化ファブリックの縦ヤーン上のナックルによって形成される、製紙機。
【請求項４４】
　吸収性セルロース系シートであって、
　製紙機において構造化ファブリック上で水性セルロース系ウェブを形成する工程と、
　前記セルロース系ウェブを前記構造化ファブリック上で非圧縮的に脱水する工程と、
　前記セルロース系ウェブを乾燥させて、前記吸収性セルロース系シートを形成する工程
と
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を含み、
　前記セルロース系ウェブがその上で形成される前記構造化ファブリックの部分は、少な
くとも約２７の調整平面容積指数を有する方法によって製造される、吸収性セルロース系
シート。
【請求項４５】
　請求項４４に記載の吸収性シートであって、前記平面容積指数は約２７～約３１．５で
ある、吸収性シート。
【請求項４６】
　請求項４４に記載の吸収性シートであって、前記シートは、少なくとも約２６０ミル／
８シートのキャリパおよび少なくとも約６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量を有する、吸収性シ
ート。
【請求項４７】
　請求項４４に記載の吸収性シートであって、前記シートは約３２ポンド／連未満の坪量
を有する、吸収性シート。
【請求項４８】
　ファブリックの特徴を決定する方法であって、
　前記ファブリックの表面の部分の表示物を形成する工程であって、前記表示物は、前記
ファブリックの前記表面におけるナックルおよびポケットの位置およびサイズを示し、か
つ前記表示物は、前記ファブリック表面のプリントおよび前記ファブリックの前記表面の
写真の一方である工程と、
　前記表示物に基づいて前記ファブリックの前記表面の前記部分の画像を作成する工程と
、
　プロセッサを有するコンピュータと関連するスクリーン上に前記画像の少なくとも一部
を表示する工程と、
　前記表示物の表示において前記ナックルのサイズおよび位置を決定する工程と、
　前記表示物の表示において前記ポケットのサイズおよび位置を決定する工程と、
　前記表示された画像において前記ファブリックの前記表面の前記部分について単位セル
を描く工程であって、前記単位セルは、（ｉ）前記ナックルの中心を通過し、（ｉｉ）前
記ポケットが前記ナックル間に形成されるところに対応する前記画像の領域を囲む形状を
形成する案内線によって画定される工程と、
　前記案内線によって形成される前記単位セルの特性に基づいて前記ファブリックの平面
容積指数を計算する工程とを含み、
　輪郭線図および案内線は、非一時的コンピュータ可読媒体に記憶された画像解析プログ
ラムを使用して描かれる、方法。
【請求項４９】
　ファブリックの特徴を決定する方法であって、
　前記ファブリックの表面の部分の表示物を形成する工程であって、前記表示物は、前記
ファブリックの前記表面におけるナックルおよびポケットの位置およびサイズを示し、か
つ前記表示物は、前記ファブリック表面のプリントおよび前記ファブリックの前記表面の
写真の一方である工程と、
　前記表示物に基づいて前記ファブリックの前記表面の前記部分の画像を作成する工程と
、
　プロセッサを有するコンピュータと関連するスクリーン上に前記画像の少なくとも一部
を表示する工程と、
　前記表示物の表示において前記ナックルのサイズおよび位置を決定する工程と、
　前記表示物の表示において前記ポケットのサイズおよび位置を決定する工程と、
　前記表示された画像において前記ファブリックの前記表面の前記部分について単位セル
を描く工程であって、前記単位セルは、（ｉ）前記ナックルの中心を通過し、（ｉｉ）前
記ポケットが前記ナックル間に形成されるところに対応する画像の領域を囲む形状を形成
する案内線によって画定される工程と、
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　前記案内線によって形成される前記単位セルの特性に基づいて前記ファブリックの調整
平面容積指数を計算する工程とを含み、
　輪郭線図および案内線は、非一時的コンピュータ可読媒体に記憶された画像解析プログ
ラムを使用して描かれる、方法。
【請求項５０】
　請求項４９に記載の方法であって、前記形状が非長方形の平行四辺形である、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、吸収性ハンドタオルなどの紙製品に関する。本発明はまた、吸収性ハンドタ
オルなどの紙製品の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　多くの種類の紙製品にとって多様な特性を有することが望ましい。例えば、吸収性紙製
品は、飽和になる前に大量の液体を吸い取ることができなければならない。別の例として
、顧客は吸収性紙製品が触ってみて軟らかく感じることを非常に好む。しかしながら、吸
収性および柔軟性は、それが紙製品を製造することになると相反する特性である。紙製品
の吸収性を増加させる技術の大部分は、製品の知覚柔軟性を低下させる効果も有する。逆
に、紙製品の柔軟性を増加させる大部分の技術は、製品の吸収性を低下させる効果を有す
る。例えば、紙製品を構成するベースシートのカレンダー加工は、製品の柔軟性を増加さ
せ得る。しかしながら、カレンダー加工は、ベースシートのキャリパを減少させる効果も
有する。そして、紙製品の吸収性は一般的に製品のキャリパに比例するので、ベースシー
トのカレンダー加工は、製品の吸収性を減少させる効果も有する。湿潤および乾燥強度樹
脂の使用は、紙製品の特性を改善する他の技術の例である。このような樹脂は、製紙プロ
セスで使用される完成紙料に添加され、樹脂は、得られる紙製品の基礎強度、例えば、製
品の幅方向（cross machine direction）（ＣＤ）または流れ方向（machine direction）
（ＭＤ）湿潤引張り強度を改善する効果を有する。しかしながら、湿潤および乾燥強度樹
脂は、得られる製品の知覚柔軟性を減少させる望ましくない効果も有する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】米国特許第８，０８０，１３０号明細書
【特許文献２】米国特許第７，４９４，５６３号明細書
【特許文献３】米国特許出願公開第２０１４／０１３３７３４号明細書
【特許文献４】米国特許出願公開第２０１４／０１３０９９６号明細書
【特許文献５】米国特許出願公開第２０１４／０２５４８８５号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　紙製品の製造における別の課題は、製紙が比較的低い利幅の工業であり、したがって、
より経済的に効率な製品および加工を見つけるための絶えざる必要性がある。製品の点で
は、紙製品の坪量または嵩高さは、より経済的な製品を工夫するための試みにおいて研究
されることの多い特性である。より低い坪量またはより高い嵩高さを有するが、依然とし
て他の態様のすべてにおいて同等の特性を有する紙製品が絶えず探索されている。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一態様によれば、本発明は、吸収性セルロース系シートを提供する。シートは、シート
の第１の表面を与える第１のプライ、およびシートの第２の表面を与える第２のプライを
含み、第２のプライは第１のプライに直接付着している。シートは、少なくとも約２５５
ミル／８シートのキャリパを有し、かつシートは、少なくとも約６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ
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容量を有する。
【０００６】
　別の態様によれば、本発明は、吸収性セルロース系シートを提供する。シートは、シー
トの第１の表面を与える第１のプライ、およびシートの第２の表面を与える第２のプライ
を含む。シートは約１．０未満の引張り強さ比を有し、かつシートは少なくとも約２５５
ミル／８シートのキャリパを有する。
【０００７】
　さらなる態様によれば、本発明は、吸収性セルロース系シートを提供する。シートは、
シートの第１の表面を与える第１のプライ、およびシートの第２の表面を与える第２のプ
ライを含む。シートは約１．０未満の引張り強さ比を有し、かつシートは少なくとも約６
７５ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量を有する。
【０００８】
　さらに別の態様によれば、本発明は、紙製品を製造する方法を提供する。この方法は、
製紙機において構造化ファブリック上で水性セルロース系ウェブを形成し、構造化ファブ
リック上でセルロース系ウェブを非圧縮的に脱水し、およびセルロース系ウェブを乾燥さ
せて紙製品を形成することを含む。セルロース系ウェブがその上で形成される構造化ファ
ブリックの部分は、少なくとも約２６の平面容積指数を有する。
【０００９】
　さらなる態様によれば、本発明は、紙製品を製造する方法を提供する。この方法は、製
紙機において構造化ファブリック上で水性セルロース系ウェブを形成し、構造化ファブリ
ック上でセルロース系ウェブを非圧縮的に脱水し、およびセルロース系ウェブを乾燥させ
て紙製品を形成することを含む。セルロース系ウェブがその上で形成される構造化ファブ
リックの部分は、（ｉ）セルロース系ウェブが製紙機で構造化ファブリック上で形成され
る初期期間の間および（ｉｉ）構造化ファブリックが製紙機の約９５０，０００サイクル
の運転の間走行した後に、少なくとも約２６の平面容積指数を有する。
【００１０】
　さらに別の態様によれば、本発明は、通気乾燥プロセスを使用して紙製品を製造する製
紙機を提供する。製紙機は、完成紙料を供給するヘッドボックスを含む。製紙機はまた、
接触領域をもつ表面を有する構造化ファブリックを含み、構造化ファブリックは、（ｉ）
ヘッドボックスから表面上に完成紙料を受けて、それにより、完成紙料からセルロース系
ウェブを形成し、（ｉｉ）セルロース系ウェブを非圧縮的に脱水するように構成される。
セルロース系ウェブがその上で形成される構造化ファブリックの部分は、少なくとも約２
６の平面容積指数を有する。
【００１１】
　なおさらなる態様によれば、本発明は、吸収性セルロース系シートを提供する。シート
は、製紙機で構造化ファブリック上で水性セルロース系ウェブを形成し、セルロース系ウ
ェブを構造化ファブリック上で非圧縮的に脱水し、およびセルロース系ウェブを乾燥させ
て、吸収性セルロース系シートを形成することを含む方法によって製造される。セルロー
ス系ウェブがその上で形成される構造化ファブリックの部分は、少なくとも約２６の平面
容積指数を有する。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】図１は、本発明と関連して使用され得る製紙機構成の概略図である。
【図２Ａ】図２Ａは、構造化ファブリックのウェブ接触表面の写真である。
【図２Ｂ】図２Ｂは、構造化ファブリックのウェブ接触表面の写真である。
【図３】図３は、本発明によって製品を製造する構造化ファブリックの上面図である。
【図４Ａ】図４Ａは、接触表面プリンティング装置の図である。
【図４Ｂ】図４Ｂは、接触表面プリンティング装置の図である。
【図５】図５は、図４Ａおよび図４Ｂに示した接触表面プリンティング装置の加圧断面の
詳細図である。
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【図６Ａ】図６Ａは、構造化ファブリックのプリントの例である。
【図６Ｂ】図６Ｂは、構造化ファブリックのプリントの例である。
【図６Ｃ】図６Ｃは、構造化ファブリックのプリントの例である。
【図６Ｄ】図６Ｄは、構造化ファブリックのプリントの例である。
【図７Ａ】図７Ａは、構造化ファブリックのプリントにおいて座標系を確立する工程を示
す。
【図７Ｂ】図７Ｂは、構造化ファブリックのプリントにおいて座標系を確立する工程を示
す。
【図７Ｃ】図７Ｃは、構造化ファブリックのプリントにおいて座標系を確立する工程を示
す。
【図７Ｄ】図７Ｄは、構造化ファブリックのプリントにおいて座標系を確立する工程を示
す。
【図７Ｅ】図７Ｅは、構造化ファブリックのプリントにおいて座標系を確立する工程を示
す。
【図８Ａ】図８Ａは、構造化ファブリックのナックルの写真にそれが適用される場合の本
明細書での本発明者らの解析技術の適用を示す。
【図８Ｂ】図８Ｂは、構造化ファブリックのナックルの写真にそれが適用される場合の本
明細書での本発明者らの解析技術の適用を示す。
【図８Ｃ】図８Ｃは、構造化ファブリックのナックルの写真にそれが適用される場合の本
明細書での本発明者らの解析技術の適用を示す。
【図９Ａ】図９Ａは、構造化ファブリックのナックルの写真およびプリントに適用される
代替の解析技術を示す。
【図９Ｂ】図９Ｂは、構造化ファブリックのナックルの写真およびプリントに適用される
代替の解析技術を示す。
【図１０】図１０は、図３に示した構造化ファブリックにおいてナックルにより囲まれた
ポケットを決定する解析技術の適用を示す。
【図１１】図１１は、図１０に示したポケットの深さを決定する解析技術の適用を示す。
【図１２Ａ】図１２Ａは、本発明の製品を製造するために使用され得る構造化ファブリッ
クについての平面容積指数および比較構造化ファブリックについての平面容積指数を示す
。
【図１２Ｂ】図１２Ｂは、本発明の製品を製造するために使用され得る構造化ファブリッ
クについての平面容積指数および比較構造化ファブリックについての平面容積指数を示す
。
【図１２Ｃ】図１２Ｃは、本発明の製品を製造するために使用され得る構造化ファブリッ
クについての平面容積指数および比較構造化ファブリックについての平面容積指数を示す
。
【図１２Ｄ】図１２Ｄは、本発明の製品を製造するために使用され得る構造化ファブリッ
クについての平面容積指数および比較構造化ファブリックについての平面容積指数を示す
。
【図１３】図１３は、本発明による試験製品および比較製品についてキャリパおよびＳＡ
Ｔ容量の関係を示すプロットである。
【図１４】図１４は、本発明による試験製品および比較製品について引張り強さ比および
キャリパの関係を示すプロットである。
【図１５】図１５は、本発明による試験製品および比較製品について引張り強さ比および
ＳＡＴ容量の関係を示すプロットである。
【図１６】図１６は、本発明による試験製品および比較製品について伸張比およびＳＡＴ
容量の関係を示すプロットである。
【図１７】図１７は、本発明による試験製品および比較製品について伸張比およびキャリ
パの関係を示すプロットである。
【発明を実施するための形態】
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【００１３】
　本発明は、吸収性紙製品および吸収性紙製品の製造方法に関する。本発明による吸収性
紙製品は、当技術分野で知られている他の紙製品よりも優れている特性の卓越した組合せ
を有する。一部の具体的な実施形態において、本発明による紙製品は、吸収性ハンドタオ
ルに特によく適した特性の組合せを有する。
【００１４】
　用語「紙製品」は、本明細書で使用される場合、主要構成要素としてセルロースを有す
る製紙用繊維を組み込んでいるいかなる製品も包含する。これには、例えば、紙タオル、
トイレットペーパー、化粧紙などとして市販される製品が含まれる。製紙用繊維には、バ
ージンパルプもしくは再生利用（二次）セルロース系繊維、またはセルロース系繊維を含
む繊維混合物が含まれる。木材繊維には、例えば、北部および南部針葉樹クラフト繊維な
どの針葉樹繊維、ならびにユーカリ、メープル、カバノキ、アスペンなどの広葉樹繊維を
含めて、落葉樹および針葉樹から得られるものが含まれる。本発明の製品を製造するのに
適した繊維の例には、非木材繊維、例えば、綿繊維または綿誘導体、アバカ、ケナフ、サ
バイグラス、フラックス、エスパルトグラス、ストロー、ジュートヘンプ、バガス、トウ
ワタフロス繊維、およびパイナップル葉繊維が含まれる。
【００１５】
　「完成紙料」および同様の用語は、製紙用繊維、および任意選択により、紙製品を製造
する湿潤強度樹脂、剥離剤などを含む水性組成物を指す。様々な完成紙料が本発明の実施
形態において使用され得る。一部の実施形態において、完成紙料は、米国特許第８，０８
０，１３０号（この開示は、その全体を引用して援用する）に記載された明細書にしたが
って使用される。この特許における完成紙料は、とりわけ、少なくとも約１５．５ｍｇ／
１００ｍｍの粗度を有するセルロース系長繊維を含む。完成紙料の例はまた、以下で検討
される製品例において具体化される。
【００１６】
　本明細書で使用される場合、製紙プロセスにおいて完成製品に乾燥される初期繊維と液
体との混合物は、「ウェブ」および／または「発生期ウェブ」と称される。製紙プロセス
からの乾燥された、単一のプライ製品は、「ベースシート」と称される。さらに、製紙プ
ロセスの製品は、「吸収性シート」と称されてもよい。この点で、吸収性シートは、単一
ベースシートと同じであってもよい。代替として、吸収性シートは、マルチプライ構造に
おけるように、複数のベースシートを含んでもよい。さらに、吸収性シートは、変換され
たベースシートから最終紙製品を形成するために、初期ベースシート形成プロセスで乾燥
された後に、追加の加工を受けていてもよい。「吸収性シート」は、例えば、ハンドタオ
ルとして市販される商品を含む。
【００１７】
　製品の第１のプライおよび第２のプライに関連して使用される場合の用語「直接に付着
している」は、２枚のプライがいかなる中間プライもなしで互いに付着していることを意
味する。第１のプライはそれによりシートの第１の表面を形成し、第２のプライはそれに
よりシートの第２の表面を形成する。この点で、「プライ（ply）」は、主要構成要素と
してセルロースを有する製紙用繊維から作られているシート構造を指し、例えば、２枚の
プライを一緒に直接付着させるために使用される接着剤（glue）を包含しない。当業者は
、２枚以上のプライを紙製品に一緒に直接付着させるための多数の技術を理解している。
【００１８】
　本明細書で本発明を記載する場合、用語「流れ方向」（ＭＤ）および「幅方向」（ＣＤ
）は、当技術分野でそれらの良く理解された意味にしたがって使用される。すなわち、フ
ァブリックまたは他の構造体のＭＤは、構造体が製紙プロセスにおいて製紙機上で移動す
る方向を指し、一方ＣＤは、構造体のＭＤと交差する方向を指す。同様に、紙製品を参照
する場合、紙製品のＭＤは、製品が製紙プロセスにおいて製紙機上を移動する製品上の方
向を指し、製品のＣＤは、製品のＭＤと交差する方向を指す。
【００１９】
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　図１は、本発明による紙製品を製造するために使用され得る製紙機１０の例を示す。製
紙機１０は、構造化ファブリック４８が紙製品の三次元構造を形成するために使用される
通気乾燥（ＴＡＤ）製紙プロセスのために構成される。プロセスを開始するために、ヘッ
ドボックス２０を介して供給される完成紙料は、形成ファブリック２４と転送ファブリッ
ク２８との間に形成されるニップ中にジェットで方向付けられる。形成ファブリック２４
および転送ファブリック２８は、形成ロール３２とブレストロール３６との間を通過し、
次いで、形成ロール３２とブレストロール３６との間を通過後に分散する。この時点で、
完成紙料は、転送ファブリック２８上で発生期ウェブに形成されている。次いで、転送フ
ァブリック２８は、吸引ボックス４４がウェブおよび転送ファブリック２８から水分を除
去する脱水ゾーン４０を通過し、それにより、ウェブのコンシステンシーを、例えば、構
造化ファブリック４８へのウェブの転送前に約１０％から約２５％に増加させる。一部の
場合において、特に、転送ファブリック２８が構造化ファブリック４８よりも早く移動す
定規ッシュ転送により、相当量のファブリッククレープが転送ゾーン５６でウェブに付与
される場合、転送ゾーン５６で真空補助ボックス５２を介して真空をかけることが有利で
ある。
【００２０】
　ウェブは、構造化ファブリック４８に転送されるときに、なお高い水分含有量を有する
ので、ウェブは変形可能であり、その結果、ウェブの部分は、構造化ファブリック４８を
構成するヤーン間に形成されたポケットに引き入れることができる。（構造化ファブリッ
ク中のポケットは、以下に詳細に記載される。）構造化ファブリック４８が乾燥機６０お
よび乾燥機６４を通って回って通過する際に、ウェブのコンシステンシーは、例えば、約
６０％から約９０％に増加する。ウェブは、それにより、ウェブが構造化ファブリック４
８のポケットに引き込まれるところで形成されるドームを含む構造化ファブリック４８に
よって形状を多かれ少なかれ永続的に付与される。したがって、構造化ファブリック４８
は、ウェブに三次元形状を与え、これにより、ドーム構造を有する紙製品がもたらされる
。
【００２１】
　紙形成プロセスを完了するために、ウェブは、構造化ファブリック４８からヤンキー乾
燥機６８に転送される。転送は、ウェブをヤンキー乾燥機６８の上に噴霧される接着剤と
接触させることによって、ウェブの特性の大きな劣化なしに転送を達成することができる
。ウェブが約９６％またはそれを超えるコンシステンシーに達した後、さらなるクレーピ
ングが使用されて、ヤンキー乾燥機６８からウェブを取り外し、次いで、ウェブはリール
７０により巻き取られる。リール７０の速度は、ヤンキー乾燥機６８の速度に対して制御
されて、さらなるクレーブを調整することができ、これは、ウェブがヤンキー乾燥機６８
から取り出される際にウェブに適用される。
【００２２】
　次いで、リール７０上のベースシートは、ベースシートを具体的な製品に変換するため
に、当技術分野で公知の、さらなる加工を施されてもよい。例えば、ベースシートはエン
ボス加工されてもよく、２枚のベースシートは、マルチプライ製品に合わせることができ
る。このような変換の詳細は、本発明による製品の具体的試験例と関連して以下に検討さ
れる。
【００２３】
　図１は、構造化ファブリックが、紙製品に３次元形状を付与するために使用されるプロ
セスの１つのタイプを実証するが、構造化ファブリックが使用される多数の代替の製紙プ
ロセスがある。例えば、構造化ファブリックは、通気乾燥（ＴＡＤ）を用いない製紙プロ
セスで使用されてもよい。このような「非ＴＡＤ」プロセスの例は、米国特許第７，４９
４，５６３号に開示されており、その開示はその全体を引用して援用する。当業者によっ
て理解されるように、本明細書で開示される発明は、必ずしもいずれかの特定の製紙プロ
セスに限定されるわけではない。
【００２４】
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　図２Ａおよび図２Ｂは、図１に示す製紙機１０において構造化ファブリック４８として
使用され得るタイプの構造化ファブリックの拡大写真である。これらの図は、製紙プロセ
スでウェブと接触するファブリックの表面を示す。図２Ａおよび図２Ｂは、当技術分野で
周知である従来の構造化ファブリックである。構造化ファブリックの本体を構成する縦糸
および横糸を図２Ａおよび図２Ｂで見ることができる。
【００２５】
　図３は、本発明による製品を形成するための構成を有する構造化ファブリックのウェブ
接触側の部分の詳細図である。ファブリックは、ファブリックが製紙プロセスで使用され
る場合に流れ方向（ＭＤ）で走行する縦ヤーン２０２、およびファブリックが製紙プロセ
スで使用される場合に幅方向（ＣＤ）で走行する横ヤーン２０４を含む。縦ヤーン２０２
および横ヤーン２０４は、一緒に織られて、ファブリックの本体を形成する。ファブリッ
クの実際の接触表面は、ナックル（knuckle）２０６により形成され、これは、縦ヤーン
２０２上で形成されるが、横ヤーン２０４上では形成されない。すなわち、ナックル２０
６は、ファブリックの接触表面を構成する面にある。ポケット２１０（図３中で輪郭を描
いた領域として示す）は、ナックル２０６間の領域で画定される。製紙運転の間、ウェブ
の部分は、ポケット２１０に引き込まれ得、これは、ポケット２１０に引き込まれるウェ
ブの部分であり、上に記載したとおりに、得られる紙製品に存在するドーム構造体をもた
らす。
【００２６】
　また上に記載されたように、柔軟性、吸収性、およびキャリパは、吸収性紙製品の多く
のタイプにとっての３つの重要な特性である。本発明者らは、これらの特性の３つすべて
が、製品を形成するためにこのプロセスで使用される構造化ファブリックの構成により影
響され得ることを見出した。特に、本発明者らは、吸収性紙製品の柔軟性、吸収性、およ
びキャリパが、構造化ファブリックの接触領域、すなわち、ウェブが製紙プロセスで接触
する構造化ファブリックのナックル表面により形成される領域の量により影響され得るこ
とを見出した。得られる紙製品の柔軟性、吸収性、およびキャリパはまた、構造化ファブ
リックにおけるナックル間のポケットのサイズにより影響され得る。これらの所見を考慮
して、本発明者らは、図２Ａ、図２Ｂ、および図３に示すファブリックなどの構造化ファ
ブリックを特徴付ける非常に有用な方式が、「平面容積指数」の観点にあることを見出し
た。平面容積指数は、２つの可変要素、すなわち、接触面積比（ＣＡＲ）および有効ポケ
ット容積（ＥＰＶ）を含む。接触面積比は、ナックルにより形成される接触面積と構造化
ファブリックのウェブ接触側における開放面積（open area）との比と定義される。有効
ポケット容積は、ウェブのセルロース系繊維が製紙運転の間にその中に移動し得る構造化
ファブリックにおけるポケットの平均容積と定義される。平面容積指数は、接触面積比（
ＣＡＲ）に、有効ポケット容積（ＥＰＶ）を乗じ、１００を乗じたもの、すなわち、ＣＡ
Ｒ×ＥＰＶ×１００と定義される。以下でさらに詳細に検討されるように、本発明製品を
形成するために使用され、かつ本明細書で開示される本発明方法を実施するために使用さ
れる構造化ファブリックは、当技術分野で公知の他のファブリックよりも相当に高い平面
容積指数を有する。
【００２７】
　構造化ファブリックについての平面容積指数を計算するために、接触面積比および有効
ポケット容積が測定されなければならない。当業者は、様々な技術が構造化ファブリック
の平面容積指数を構成するパラメータを測定するために使用されてもよいことを理解する
。構造化ファブリックの接触面積比および有効ポケット容積を計算するために本発明者ら
が使用する具体的な技術の例が、以下に記載される。
【００２８】
　ファブリックの接触面積は、以下に記載される技術によって測定されてもよい。米国特
許出願公開第２０１４／０１３３７３４号；同第２０１４／０１３０９９６号；および同
第２０１４／０２５４８８５号（これらの開示は、その全体を引用して援用する）にも記
載されている以下の技術のさらなる詳細が、以下に記載される。
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【００２９】
　接触面積比の測定は、構造化ファブリックのウェブ接触側のナックルおよびポケットの
表示物を形成することで始まる。表示物の１つのタイプは、構造化ファブリックのプリン
ト（print）である。これに関連して、ファブリックのナックルにより形成される接触表
面のプリントを形成するための装置および技術を図４Ａおよび図４Ｂに示す。図４Ａは、
接触表面プリンティング装置３００の側面図であり、図４Ｂは、接触表面プリンティング
装置３００の正面図である。このプリンティング装置３００は、第１のアーム３０３およ
び第２のアーム３０５を有するいＣ形フレーム３０２を含む。第１のプレート３０４は、
第１のアーム３０３により移動可能に支持され、固定された第２のプレート３０６は、第
２のアーム３０５により支持される。ファブリックのナックルのプリントは、以下に詳細
に記載されるように、第１のプレート３０４と第２のプレート３０６との間で形成される
。
【００３０】
　第１のプレート３０４は、第１のプレート３０４を第２のプレート３０６の方に移動さ
せるための手動油圧ポンプ３０８に動作可能に接続される。ポンプ３０８は、第１のプレ
ート３０４が第２のプレート３０６から後退することを可能にするための開放弁を有する
。しかしながら、ポンプ３０８は、第１のプレート３０４の移動を行うために多くの他の
形態を取り得る。ポンプ３０８は、第１のプレート３０４が第２のプレート３０６に押し
付けられる際に、第１のプレート３０４にポンプ３０８によりかけられる圧力を測定する
ためのトランスデューサおよびトランスデューサ指示器３１０に接続されてもよい。具体
例として、ウィスコンシン州ミルウォーキーのＡｕｃｔｕａｎｔ　Ｃｏｒｐ．によるＥＮ
ＥＲＰＡＣ（登録商標）油圧ハンドポンプモデルＣＳＴ－１８３８１を使用することがで
きる。圧力トランスデューサの具体例として、カルフォルニア州テメキュラのＴｒａｓｄ
ｕｃｅｒ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓ，Ｉｎｃ．により製造された、対応する指示器の付いた
Ｔｒａｎｓｄｕｃｅｒ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓ　Ｌｏａｄ　ＣｅｌｌモデルＤＳＭ－５Ｋ
を使用することができる。当然ながら、他の実施形態において、ポンプ３０８、圧力トラ
ンスデューサ、およびトランスデューサ指示器３１０は、単一ユニットに組み合わされて
もよい。
【００３１】
　接触表面プリンティング装置３００のフレーム３０２は、フレーム３０２の前部に隣接
するホイール３１１、ならびにポンプ３０８および／またはトランスデューサ指示器３１
０を保持するために使用されてもよい取付け部３１３を含む。フレーム３０２に設けられ
た１つ以上のホイール３１１は、フレーム３０２が動くのをより容易にする。本発明の実
施形態によれば、接触表面プリンティング装置３００の有利な特徴は、その携帯性である
。例えば、図４Ａおよび図４Ｂに示すとおりの構成で、プリンティング装置３００は、製
紙機上に取り付けられたファブリックの部分の周囲に容易に動かされてもよい。当業者に
よって確かに理解されるように、ファブリックが製紙機に取り付けられていながら、ファ
ブリックの接触表面のプリントを形成し、したがって、以下に記載される技術に従ってフ
ァブリックを特徴付ける能力は、非常に多くの利益をもたらす。ほんの一例として、製紙
機上のファブリックの擦り減りは、接触表面プリンティング装置３００を使用して、製紙
機の運転の異なる期間後のファブリックのナックルのプリントを取ることによって、容易
にモニターすることができる。
【００３２】
　図４Ａおよび図４Ｂに示す接触表面プリンティング装置３００は、第１のプレート３０
４および第２のプレート３０６と接続するフレーム構造３０２を含む一方で、他の実施形
態において、接触表面プリンティング装置３００は、このような単一フレーム構造３０２
を含む必要がない。代わりに、第１のプレート３０４および第２のプレート３０６は、フ
ァブリックのプリントを形成するために個別に並べられている非接続構造であってもよい
。さらに他の実施形態において、プレート３０４およびプレート３０６は、図４Ａおよび
図４Ｂに描いたものと非常に異なる形態を取ってもよい。例えば、プレート３０４および
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プレート３０６の一方は、拡張表面として形成することができ、一方で他方のプレートは
、その拡張表面にわたって回転される円形構造体として形成される。本明細書で使用され
る場合の用語「プレート」は、ファブリックのプリントを作成するための構成要素と接触
しおよび／またはそれを支持するために十分ないかなる構造体も包含する広義の用語であ
る。さらに、上記記載から明らかであるように、いずれの実施形態における第１のプレー
ト３０４および第２のプレート３０６の相対動作は、逆にすることができ、その結果、第
２のプレート３０６は、移動可能にされるが、一方で第１のプレート３０４は、固定され
て保持される。
【００３３】
　図５は、図４Ａに示す接触表面プリンティング装置３００の断面Ａの詳細図であり、プ
リンティング装置３００は、構造化ファブリック３１２の断面のプリントを作成するよう
に設置されている。構造化ファブリック３１２は、プレート３０４とプレート３０６の間
に位置付けられ、一片の圧力測定フィルム３１４は、構造化ファブリック３１２に対して
位置付けられる。圧力測定フィルム３１４と第１のプレート３０４の間に、１枚以上の紙
３１６がある。構造化ファブリック３１２と第２のプレート３０６の間に、一片のゴム３
１８がある。
【００３４】
　圧力測定フィルムは、フィルム上への力の印加が、フィルム中のマイクロカプセルを破
裂させ、フィルムの接触領域で瞬間的および永続的な、高解像度画像を生成するように構
造化されている材料である。このような圧力測定フィルムの一例は、日本国東京のＦｕｊ
ｉｆｉｌｍ　Ｈｏｌｄｉｎｇｓ　ＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎによりＰｒｅｓｃａｌｅフィル
ムとして販売されている。圧力測定フィルムの別の例は、ニュージャージー州マジソンの
Ｓｅｎｓｏｒ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉｎｃ．によるＰｒｅｓｓｕｒｅｘ－ｍｉｃｒｏ（登
録商標）である。当業者は、他の種類の圧力測定フィルムが、本明細書で記載されるプリ
ンティング技術で使用され得ることを理解している。これに関連して、以下に記載する解
析技術について、圧力測定フィルムは、フィルムにファブリックにより印加される実際の
圧力の表示を与える必要がないことが留意されるべきである。代わりに、圧力測定フィル
ムは、ファブリックのナックルにより形成される接触表面を示すプリント画像を与えるこ
とのみが必要である。
【００３５】
　圧力測定フィルム３１４上のファブリック３１２のプリントを形成する場合に第１のプ
レート３０４に印加される圧力は、実際の製紙プロセスにおいてファブリック３１２に対
してウェブに印加される圧力をシミュレートするように選択することができる。すなわち
、ポンプ３０８を使用して、製紙プロセスにおいてファブリック３１２に対してウェブに
印加される圧力をシミュレートする圧力（トランスデューサによって測定される）を第１
のプレート３０４に生じさせることができる。図１に関連して上に記載した製紙プロセス
において、シミュレートされた圧力は、ヤンキー乾燥機６８へのファブリック４８に対し
てウェブに印加される圧力である。前述の米国特許第７，４９４，５６３号のような、一
部の製紙プロセスにおいて、ファブリック４８に対してウェブに印加される圧力は、一般
的には６００ｐｓｉの範囲である。したがって、この製紙プロセスをシミュレートするた
めに、圧力測定フィルム３１４でファブリック３１２のナックルの画像を形成する場合に
６００ｐｓｉの圧力が第１のプレート３０４に対して油圧ポンプ３０８により印加される
。このような操作の場合、ＦｕｊｉＦｉｌｍによる中間圧力１０～５０ＭＰａのＰｒｅｓ
ｃｌａｃｅフィルムが、構造化ファブリックのナックルの良好な画像を与え得ることがわ
かった。
【００３６】
　再び図５を参照して、紙３１６は、クッションとして作用して、圧力測定フィルム３１
４上に形成されるファブリック３１２のプリントを向上させる。すなわち、紙３１６は、
圧縮性および滑らかな表面を与え、その結果、ファブリック３１２のナックルは、圧力測
定フィルム３１４の中に「沈み」、そして次に、これは、圧力測定フィルム３１４にナッ
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クルの高解像度画像を形成する。これらの特性を与えるために、コンストラクション（co
nstruction）およびクラフト紙は、フィルム３１４に使用され得る紙の種類の例である。
【００３７】
　一片のゴム３１８は、ファブリック３１２を支持するための平らな接触表面を作出する
。本発明の実施形態において、プレート３０４およびプレート３０６は、金属材料、例え
ば、鋼から作られている。鋼プレートは、圧力測定紙３１６に形成されるファブリック３
１２のナックルのプリントの品質を低下させる欠陥を最も有しそうである。しかしながら
、プレート３０４とプレート３０６の間で使用される紙３１６およびゴム３１８、ならび
に圧力測定フィルム３１４およびファブリック３１２は、金属製のプレート３０４および
プレート３０６の表面よりもより平らな接触表面を与え、それにより、圧力測定フィルム
３１４に形成されるより良好な画像をもたらす。当業者は、紙３１６およびゴム３１８に
対する他の代替の材料が、プリンティング装置３００のプレート３０４とプレート３０６
の間に平らな表面を与える構造体として使用されてもよいことを理解している。
【００３８】
　他の実施形態において、プリントは、圧力測定フィルム以外の材料でファブリックのナ
ックルから作成される。ファブリックのプリントを形成するために使用され得る材料の別
の例は、ろう紙（ｗａｘ　ｐａｐｅｒ）である。ファブリックの接触表面のプリントは、
ろう紙にファブリックの接触表面を押し付けることによって、ろう表面で作成されてもよ
い。ろう紙におけるプリントは、上に記載されたプリント装置３００におけるプレート３
０４およびプレート３０６を使用して、または他のプレートの構成によって作成され得る
。次いで、ろう紙プリントは、以下に記載されるように、圧力測定フィルムプリントと同
じ方式で解析され得る。
【００３９】
　図６Ａから図６Ｄは、接触表面プリンティング装置３００を使用して圧力測定フィルム
に形成されたナックルのプリントの例を示す。これらのプリントでは、ファブリックのナ
ックルの独特の形状およびパターンを見ることができる。上で検討されたように、ナック
ルは、ファブリックについて接触表面を形成する。したがって、図６Ａから図６Ｄまでで
示すもののような、圧力測定フィルムにおけるナックルの高解像度プリントは、ファブリ
ックの接触表面の優れた表示物を与える。
【００４０】
　次に、図６Ａから図６Ｄまでで示すような、ナックルのプリントを解析する為のシステ
ムが記載される。このシステムでは、グラフ解析は、従来のコンピュータシステム上で行
われる。このようなコンピュータシステムは、例えば、通信インフラ（例えば、通信バス
、クロスオーバーバーデバイス、またはネットワーク）に接続されている少なくとも１つ
のコンピュタープロセッサ（例えば、中央処理装置または多重処理装置）などの、周知の
構成要素を含む。コンピュータシステムのさらなる構成要素は、ビデオグラフィックス、
テクストなどをディスプレイまたはディスプレイスクリーンのために転送するディスプレ
イインターフェース（または他の出力インターフェース）である。コンピュータシステム
は、キーボード、マウス装置、主メモリ、ハードディスクドライブ、リムーバブル記憶装
置、ネットワークインターフェースなどのような通常の構成要素をさらに含んでもよい。
【００４１】
　解析における第１のステップとして、ファブリックのナックルの接触領域のプリントは
、フォトスキャナを使用してコンピュータ可読画像に変換される。いかなるタイプのフォ
トスキャナも、コンピュータ可読画像を生成させるために使用されてもよく；しかしなが
ら、インチ当たり少なくとも２４００ドット（ｄｐｉ）を有するフォトスキャナが、解析
のために良好な画像を与えることがわかった。画像の走査の解像度とともに、画像解析プ
ログラムは、画像に対して正確な縮尺を適用することができ、正確な縮尺が、構造化ファ
ブリックの表面特性の計算に使用される（以下に記載するとおりに）。
【００４２】
　走査画像は、以下に記載する解析を容易にするために非一時的コンピュータ可読媒体に
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記憶されてもよい。非一時的コンピュータ可読媒体は、本明細書で使用される場合、一次
的な伝播シグナルを除いてコンピュータ可読媒体のすべてを含む。非一時的コンピュータ
可読媒体の例には、例えば、ハードディスクドライブおよび／またはリムーバブル記憶ド
ライブが含まれ、ディスクドライブ、磁気テープドライブ、光ディスクドライブなどが代
表的である。
【００４３】
　走査画像、および以下に記載される技術に従って決定される接触表面走査画像の特性は
、データベースと関連させてもよい。本明細書で使用される場合の「データベース」は、
コンピュータプログラムがデータベースを構成するデータの所望の部分を迅速に選択し得
るように編成されたデータの収集物を意味する。一例は、電子ファイリングシステムであ
る。一部の実施において、用語「データベース」は、「データベース管理システム」に対
する省略表現として使用されてもよい。
【００４４】
　走査プリント画像の定量的解析を行うために、画像解析プログラムは、ファブリックの
ナックルの走査画像を用いて使用される。このような画像解析プログラムは、例えば、グ
ラフ画像で働く計算ソフトウェアを用いて開発されている。このような計算開発ソフトウ
ェアの一例は、イリノイ州シャンペーンのＷｏｌｆｒａｍ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ，Ｉｎｃ．
によるＭＡＴＨＥＭＡＴＩＣＡ（登録商標）である。以下に記載されるように、画像解析
プログラムは、構造化ファブリックのファブリックプリント画像中のナックルを具体的に
特定するために使用され、ファブリックプリント画像の公知の縮尺を用いて、画像解析プ
ログラムは、ナックルのサイズを計算し、ポケットのサイズを推定することができる。
【００４５】
　走査画像を解析する場合、複数のナックルおよびポケットを含む任意のサイズ領域を以
下に記載される解析のために使用することができる。具体的な実施形態において、ファブ
リックの画像の１．２５インチ×１．２５インチの領域により、本明細書で記載される技
術を使用して、ポケットサイズなどの特性の良好な推定が可能になることがわかった。特
に、２４００ｄｐｉ解像度（上で検討された）で画像を形成し、かつ解析のために、１．
２５インチ×１．２５インチの領域の画像を使用する場合、接触表面の良好な特徴付けを
行うことができることがわかった。当然ながら、他の解像度および／または領域も、良好
な結果を与え得る。
【００４６】
　図７Ａから図７Ｅまでは、画像解析プログラムを使用してプリントの走査画像の拡大部
分におけるナックルを特定するステップを表す。最初に、図７Ａに示すように、画像６０
０の拡大部分は、解析プログラムを実行するコンピュータシステムのディスプレイスクリ
ーン上で見ることができる。上に記載されたプリント技術を使用して形成されてもよい、
画像６００は、ナックル６０２を示す。解析プログラムによる画像６００の使用とともに
、画像６００の縮尺は、解析プログラムに入力され得る。このような縮尺は、例えば、２
４００ｄｐｉとして入力されてもよく、それから解析プログラムは、画像６００に縮尺Ｓ
Ｃを適用することができる。次いで、解析プログラムは、その縮尺を使用して、以下に記
載されるとおりに、ナックルのサイズおよび位置を計算する。
【００４７】
　図７Ｂおよび図７Ｃは、解析プログラムを使用して、具体的なナックル６０２Ａを特定
するためのステップを示す。ナックル６０２Ａは、拡大画像６００の中心部位におけるそ
の位置に基づいて初期に選択される。このステップにおいて、ナックル６０２Ａのおよそ
の輪郭線図が適用される。解析プログラムにおける記憶形状であってもよい、長方形ボッ
クス６０４は、ナックル特定プロセスを開始するためにナックル６０２Ａの周囲に最初に
適用される。次いで、初期長方形ボックス６０４の形状は、図７Ｃに示されるように、ナ
ックル６０２Ａの形状に適合させるためにより精密に精緻化されてもよい。この場合、端
部６０６および端部６０８は、より丸めるように再形成され、したがって、それらは、ナ
ックル６０２Ａの端部により精密に対応する。示されないが、十分な適合がなされるまで
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、ナックル６０２Ａの輪郭線図に対してさらなる精緻化を行うことができる。このような
精緻化は、画像６００をさらに拡大することによって行うことができる。
【００４８】
　図７Ｄに示されるように、ナックル６０２Ａが輪郭線図により特定された後、案内線６
１０および案内線６１２が引かれる。案内線６１０および案内線６１２は、それぞれ、ナ
ックル６０２Ａの中心を通り、他のナックルの中心を通って直線で伸ばすように引かれる
。特に、案内線６１０および案内線６１２はまた、ナックルの群間の領域に対応すること
が公知であるポケットがファブリックで形成される領域を横切らないように引かれる。案
内線６１０および案内線６１２をナックルの中心間で真っすぐに引くことによって、案内
線６１０および案内線６１２は、ナックル間に形成されるポケットの領域を横切らない。
【００４９】
　案内線６１０および案内線６１２が引かれた後、図７Ｅに示すように、さらなる案内線
が引かれる。これらの案内線は、案内線６１０および案内線６１２と同様に、すなわち、
ナックルの中心を通って、かつポケットが形成される領域を通らないで引かれる。案内線
を引くプロセスを補助するために、より低い倍率が使用されてもよい。案内線によって、
座標系は、事実上、ナックルの位置に対して確立される。したがって、解析プログラムは
、今や、輪郭線図に基づいてナックルのサイズおよび形状を特定することができ、かつ案
内線が交差する点により決定されるナックルの位置を特定することができる。解析プログ
ラムは、画像６００入力の縮尺ＳＣをさらに有する。その結果として、解析プログラムは
、輪郭線図ナックル６０２Ａ、およびナックル位置付けに対して縮尺を適用して、ナック
ルの実際のサイズおよび間隔を計算することができることになる。同様に、解析プログラ
ムは、単位長さ当たりに案内線６１２が案内線６１０と交差する回数などの案内線の頻度
を計算し得ることに留意されたい。案内線６１０および案内線６１２の各組の頻度は、以
下に説明するとおりに、ファブリックの特性の計算で、および本発明の他の態様において
使用される。
【００５０】
　図７Ｄおよび図７Ｅに示すように、ナックルは、すべてほぼ同じサイズ、すべてほぼ同
じ形状であり、ナックルは、案内線に沿って規則的に間隔が空けられていることに留意さ
れるべきである。これは、製紙機用の大部分のファブリックが非常に一貫したヤーンパタ
ーンで製造されている限り、驚くべきことでなく、これは、非常に一貫したナックルのサ
イズおよび位置をもたらす。ナックルのサイズ、形状、および配置における一貫性は、単
一の選択されたナックル、または限定数の特定されたナックルに基づいてファブリックの
接触表面上のナックルすべてのサイズおよび形状の正確な推定を可能にし、ナックルのサ
イズおよび位置の精密な推定を、各ナックルを特定することなしに達成することができる
。当然ながら、なおさらなる正確さを達成するために、２以上のナックルを特定すること
ができ、ならびに輪郭線図および案内線を、画像の異なる部分で引くことができる。
【００５１】
　図７Ｅに示すように、案内線６１０および案内線６１２は、複数の単位セルを画定する
。特定の単位セル６１３が、案内線セグメント６１０Ａ、６１０Ｂ、６１２Ａ、および６
１２Ｂ間で示される。単位セル６１３は、事実上、ファブリックにおける最小繰り返しパ
ターン、および最大許容ポケットサイズを示す。図７Ａから図７Ｅまでで示すファブリッ
クは、単位セル当たりほぼ１つの縦糸ナックルを有する一方で、他のファブリックは、単
位セル当たり２つ以上の縦糸ナックルおよび／または２つ以上の横糸ナックルを有しても
よいことが留意されるべきである。言い換えれば、ナックルパターンにより画定される単
位セルは、種々のファブリックパターンによって変わる。
【００５２】
　当業者に容易に明らかであるように、図７Ａから図７Ｅまでに示すステップのいずれか
またはすべては、ディスプレイスクリーン上で使用者によって行うことができるか、また
は代替として、解析プログラムの実行後に行われるように自動化されてもよい。すなわち
、解析プログラムは、画像の暗い部位としてナックルを自動的に特定し、ナックルの輪郭
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を描き、次いで、上に記載された方式で特定されたナックルに基づいて案内線を引くよう
に構成されてもよい。
【００５３】
　選択されたナックルが特定された後、および案内線がナックルを通って確立された後、
ファブリックの多様な特性が、解析プログラムにより決定されたナックルのサイズおよび
位置を使用して計算されてもよい。このような計算を行うために、ナックルのサイズおよ
び位置決めデータを解析プログラムから慣用の表計算プログラムにエクスポートして、フ
ァブリックの特性を計算することができる。解析プログラムによりなされた決定およびこ
のような決定から続く計算の例は、表１に示す。
【００５４】
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【表１】

【００５５】
　画像６００がそれから得られるファブリックは、縦糸上にナックル６０２しか含まなか
った。しかしながら、図６Ｂおよび図６Ｄでプリントを形成したファブリックなどの他の
ファブリックは、横糸上にナックルを含んでもよい。このようなファブリックに関して、
横糸上のナックルは、上に記載した輪郭線を描く技術を使用して特定することができ、案
内線は、上に記載した技術を使用して横糸ナックルを通って引くことができる。
【００５６】
　ファブリックの接触表面は、例えば、接触表面プリンティング装置３００により形成さ
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れるファブリックのナックルのプリントを使用することによって特徴付けられてもよいが
、他の実施形態において、ファブリックの接触表面の画像は、異なる方式で得られてもよ
い。ファブリックのナックルのプリントを形成するための代替は、ファブリックのナック
ルの写真を撮り、次いで、写真から形成される画像を解析するために上記手順および技術
を使用することである。これに関連して、２４００ｄｐｉを有する写真は、本明細書で記
載される技術によって解析されるために十分に高く、および低い解像度を与えることがわ
かった。
【００５７】
　ナックルを有する製紙用ファブリックの部分の写真７００の例が図８Ａに示され、写真
７００から生成された画像に対する解析的上記技術の適用は、図８Ｂおよび図８Ｃに示す
。図８Ａにおける写真７００は、定規Ｒの次のファブリック７０１を示す。写真７００が
、解析プログラムによる使用のために画像に変換される場合、画像７００Ａについての縮
尺は、写真に撮られた定規Ｒに基づいて入力することができる、すなわち、写真７００に
おける定規Ｒは、解析がそれから縮尺を画像に適用し得る入力値を与える。表示された画
像７００Ａは、縮尺ＳＣとともに、図８Ｂに示す。
【００５８】
　ファブリックの写真から得られた画像中のナックルのサイズおよび位置を特定するため
に、ファブリックのプリントからの画像を使用して上に記載された同じ技術が、その写真
に使用されてもよい。例えば、輪郭線で描かれたナックル７０２Ａならびに案内線７１０
および案内線７１２は、図８Ｃ中の画像７００Ａで示される。解析プログラムからのナッ
クルのサイズ決定および位置データによって、上記計算のすべては、写真に撮られたファ
ブリックの接触表面を特徴付けするために行われてもよい。
【００５９】
　上記技術は、特に、案内線セグメントにより形成された単位セルの形状が実質的に長方
形である場合、ファブリックの特性の良好な推定値を与える。しかしながら、案内線によ
り形成された単位セルの形状が非長方形の平行四辺形である場合、代替技術が使用されて
、ファブリックの特性のより正確な推定値を与えてもよい。この代替技術の一例は、図８
Ａに示され、これは、上記画像解析プログラムを使用してファブリックの表面の写真から
生成された画像である。この図において、単位セル８１３は、案内線セグメント８１０Ａ
、８１０Ｂ、８１２Ａ、および８１２Ｂにより画定される。案内線セグメント８１０Ａ、
８１０Ｂ、８１２Ａ、および８１２Ｂにより形成される単位セル８１３は、実質的に非長
方形の平行四辺形の形状である。この平行四辺形において、角度θは、案内線セグメント
８１０Ａおよび案内線セグメント８１２Ｂが交差する角Ａにおいて規定され、角度θはま
た、案内線セグメント８１０Ｂおよび案内線セグメント８１２Ａが交差する角Ｂにおいて
規定される。この角度θは、案内線の配向角度における差に基づいて画像解析プログラム
を使用して容易に決定され得る。さらに、画像解析プログラムにより、上に一般的に記載
された方式で画像の縮尺に基づいて、案内線セグメント８１０Ａと案内線セグメント８１
０Ｂとの間の距離（「ＤＩＳＴ１」）および案内線セグメント８１２Ａと案内線セグメン
ト８１２Ｂとの間の距離（「ＤＩＳＴ２」）も決定することができる。交差角度θ、ＤＩ
ＳＴ１、およびＤＩＳＴ２を決定してしまうと、単位セルの面積（ＵＣＡ）は、式（１）
または式（２）：
　ＵＣＡ＝（ＤＩＳＴ１／ｓｉｎθ）×ＤＩＳＴ２　（１）
　ＵＣＡ＝（ＤＩＳＴ２／ｓｉｎθ）×ＤＩＳＴ１　（２）
のいずれかを使用して計算することができる。式（１）および式（２）は、平行四辺形の
面積を計算するための標準式、すなわち、面積＝底辺長さ×高さから誘導され、ここで、
ＤＩＳＴ１またはＤＩＳＴ２は、平行四辺形の高さとして使用され、次いで、底辺長さは
、角度θのサインとＤＩＳＴ１またはＤＩＳＴ２の他方とから計算される。
【００６０】
　表２は、非長方形の平行四辺形単位セル面積計算に基づいて代替技術を使用する場合の
解析プログラムによりなされる決定、およびこのような決定から続く計算の例を示す。
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【００６１】
【表２】

【００６２】
　表２における特性の一部は、表１で上に記載されたものと同じ方式で決定または計算さ
れるが、一方でナックル密度、縦糸または横糸ナックル合計接触面積、接触面積比、面積
寄与パーセント、ポケット面積推定値、およびポケット密度特性は、表２において表１に
おけるのとは異なって計算される。単位セルの非長方形の平行四辺形の形状を説明するこ
とによって、これらの異なる計算は、非長方形の平行四辺形の形状の単位セルを有するフ
ァブリックの特性のより正確な推定を与える。
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【００６３】
　構造化ファブリックのポケットの有効容積を計算するための技術が、これから記載され
る。ポケットの有効容積は、構造化ファブリックの表面におけるポケットの（すなわち、
ナックル表面間の）断面積と、製紙プロセスの間にウェブ中のセルロース系繊維がその中
に移動し得るポケットの深さとの積である。ポケットの断面積は、上の表１および表２で
記載されたとおりに、ポケット面積の推定値と同じである。構造化ファブリックのポケッ
トの深さは、以下のとおりに決定され得る。
【００６４】
　図１０は、構造化ファブリックの拡大写真を示す。写真を用いて、および上に記載され
た画像解析プログラムを使用して、４つのナックルＫ１からナックルＫ４が特定される。
平行四辺形は、ナックルＫ１からナックルＫ４を接続する方式で引かれており、平行四辺
形の線は、ナックルＫ１からナックルＫ４間で形成されるポケット領域を通らないように
引かれている。引かれた平行四辺形によって、ナックルＫ１から、ポケットの中心を通っ
て、ナックルＫ３まで通るプロファイル方向線ＰＬを引くことができる。プロファイル方
向線ＰＬは、以下に記載されるとおりに、デジタル顕微鏡を使用してポケット深さを決定
するために使用される。ナックルＫ１およびナックルＫ３からのプロファイル方向線ＰＬ
は、ポケットの中心を通ることに留意されたい。以下に記載されるように、構造化ファブ
リックのポケット深さは、セルロース系繊維が製紙プロセスにおいてそれに貫通すること
ができるポケットにおける深さとして決定される。図１０に示されるファブリックの場合
、最大繊維移動深さは、ポケットの中心におけるものである。その結果として、プロファ
イル方向線は、代替として、ポケットの中心を通ってナックルＫ２からナックルＫ４に引
かれ、代替のプロファイル方向線は、以下に記載されるポケット深さ決定のために使用す
ることができる。当業者は、種々の構造化ファブリックが、ナックルおよびポケットの種
々の構成を有するが、プロファイル方向線は、プロファイル方向線が図１０で決定される
のと同じ方式で種々の構造化ファブリックについて容易に決定され得ることを理解してい
る。
【００６５】
　図１１は、図１０に示した構造化ファブリックのポケットのプロファイルを決定するた
めに使用したプログラムのスクリーンショットである。スクリーンショットは、日本国大
阪のＫｅｙｅｎｃｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎにより製造されたＶＨＸ－１０００デジタ
ル顕微鏡を使用して形成した。顕微鏡は、やはりＫｅｙｅｎｃｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ
ｎにより供給されたＶＨＸ－Ｈ３Ｍアプリケーションソフトウェアを備えていた。ポケッ
トの顕微鏡画像を図１１の上部に示す。この画像において、ナックルＫ’１およびナック
ルＫ’３ならびにナックル間のポケットは、容易に見ることができる。深さ決定線ＤＬは
、点Ｄから点Ｃに引かれており、深さ決定線ＤＬは、ナックルＫ’１およびナックルＫ’
３、ならびにポケットの中心を通る。深さ決定線ＤＬは、図１０に示すプロファイル決定
線ＰＬに密接に接近するように引かれる。すなわち、図１０に示すナックルおよびポケッ
ト画像を使用して生成された深さ決定線ＤＬの検査に基づいて、使用者Ｆは、図１１に示
す顕微鏡画像において深さ決定線ＤＬを引くことができ、深さ決定線ＤＬは、ナックルＫ
’３およびナックルＫ’１ならびにポケットの中心部分に対応する領域を通る。
【００６６】
　次いで、引かれた深さ決定線ＤＬを用いて、デジタル顕微鏡は、図１１の下部に示すと
おりに、深さ決定線ＤＬに沿ってポケットの深さプロファイルを計算するように指示され
ることができる。ポケットのプロファイルは、ナックルＫ’３およびナックルＫ’１に対
応する領域で最も高く、プロファイルは、ポケットの中心で最も低い点へと下がる。ポケ
ット深さについては、このプロファイルから、ナックルＫ’３およびナックルＫ’１の最
高点が始端として決定され、これは深さプロファイル上の線Ａにより示される。この精度
まで測定された構造化ファブリックの任意の２つのナックルと同様に、ナックルＫ’３お
よびナックルＫ’１は、正確に同じ最高点を有しない。したがって、最高点Ａは、ナック
ルＫ’３およびナックルＫ’１の２つの最高点間の平均として決定される。ポケット深さ
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については、深さプロファイル上の線Ｂにより示された、深さプロファイルの最低点の直
ぐ上の点が終端として決定される。当業者は理解するように、線Ａから線Ｂまでのポケッ
トの深さは、ウェブ中のセルロース系繊維が製紙プロセスにおいてその中に移動し得るポ
ケットの深さにおおよそ対応する。ＶＨＸ－Ｈ３Ｍソフトウェア（上で検討した）は、フ
ァブリックの厚さ方向における複数の薄片から完全な深さプロファイルを形成することに
留意されたい。また、深さプロファイルを形成する際に、ＶＨＸ－Ｈ３Ｍソフトウェアは
、フィルタリング機能を用いて、厚さ薄片から形成される深さプロファイルを滑らかにす
ることに留意されたい。
【００６７】
　測定されたポケット深さは、ファブリック中のポケットからポケットでわずかに変わる
ことに留意されるべきである。しかしながら、本発明者らは、構造化ファブリックのため
の５つの測定ポケット深さの平均が、ポケット深さの良好な特徴付けを与えることを見出
した。したがって、本明細書におけるポケット深さの測定値、および平面容積指数などの
、ポケット深さの測定から続く測定値は、構造化ファブリックについての５つの測定ポケ
ットにわたっての平均である。
【００６８】
　上述の技術を使用して、構造化ファブリックについての平面容積指数は、接触面積比（
ＣＡＲ）に有効ポケット容積（ＥＰＶ）を乗じ、１００を乗じたものとして容易に計算さ
れてもよく、ここで、ＥＰＶは、ポケット面積推定値（上の表１におけるＰＡ）と測定ポ
ケット深さとの積である。さらに、非長方形の平行四辺形平面容積指数は、接触面積比（
ＣＡＲ）に有効ポケット容積（ＥＰＶ）を乗じ、１００を乗じたものとして計算すること
ができ、ここで、ＣＡＲおよびＥＰＶは、上に記載した非長方形の平行四辺形単位セル面
積計算手法を使用して計算される（ＥＰＶは、上の表２におけるポケット面積推定値ＰＡ
と測定ポケット深さの積である）。本発明による吸収性紙製品を形成するために使用され
る構造化ファブリックについての平面容積指数および非長方形の平行四辺形平面容積指数
は、以下に記載される。比較の構造化ファブリックについての平面容積指数および非長方
形の平行四辺形平面容積指数も、以下に記載される。
【００６９】
　耐久性は、製紙プロセスで使用される構造化ファブリックに関する別の重要な側面であ
る。特に、構造化ファブリックにおけるナックルにより形成されるウェブ接触表面は、構
造化ファブリックが製紙機で使用されるにつれて磨耗する。磨耗は、ナックルのサイズを
増加させる効果を有し、そして次に、これは、構造化ファブリックの接触面積を増加させ
る効果を有する。同時に、磨耗は、ポケット深さを減少させることによってポケット容積
を減少させる効果も有する。その結果、接触面積が増加し、ポケット深さが減少するにつ
れて、構造化ファブリックについての平面容積指数および調整平面容積指数は変化するこ
とになる。平面容積指数および調整平面容積指数の変化は、例えば、得られる紙製品に形
成されるドーム構造のサイズを変化させることによって、得られる紙製品の特性に影響を
与える。
【００７０】
　構造化ファブリックの接触表面のサンディング（sanding）は、製紙プロセスの間に生
じる構造化ファブリック上での磨耗をシミュレートするための有効な方法である。特定量
の接触表面をサンディング除去して、製紙機での異なる量の運転後の構造化ファブリック
上での磨耗をシミュレートすることができる。サンディング実験を、図３に示すファブリ
ックで行って、ファブリック上での磨耗をシミュレートした。表３は、構造化ファブリッ
クの特性を示すことによりサンディング実験の結果を示し、特性は、上記技術、特に表１
に記載する技術に従って決定した。より具体的には、表３は、ファブリック参照Ａと称さ
れる図３に示すファブリックの初期のサンディングされていない特性を示す。ファブリッ
ク参照Ｂでは、０．１０９ｍｍの接触表面がサンディングにより除去され、ファブリック
参照Ｃでは、０．１３９ｍｍの接触表面がサンディングにより除去され、ファブリック参
照Ｄでは、０．１７８ｍｍの接触表面がサンディングにより除去された。
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【００７１】
【表３】

【００７２】
　表３のデータからわかるように、接触面積は、サンディングが構造化ファブリックに適
用されるにつれて有意には増加しなかった。理論により拘束されないが、表３について試
験した特定のファブリックの場合のように、比較的に一定の接触面積は、実質的に平坦な
形状を有する構造化ファブリックの縦ヤーンから生じることができると考えられる。表２
に示すデータも、ポケット深さが、ファブリックの接触表面がサンディングされるにつれ
て有意には減少しなかったことを示す。接触面積およびポケット深さが比較的に一定のま
まであることによって、平面容積指数も、ファブリックにより多くのサンディングが施さ
れるにつれて比較的に一定のままであったということになる。一定の平面容積指数は、フ
ァブリックが製紙機でファブリックの寿命を通して一貫した特性を有する紙製品をもたら
すようであることを示す。これらの線に沿って、ファブリック参照Ｂに関してサンディン
グ試験で除去された０．１０９ｍｍの表面は、（上に記載されたとおりに）図１に示す構
成を有する製紙機でのＴＡＤプロセスの間の約９５０，０００サイクルの運転に密接に対
応することがわかった。このような多数のサイクルの運転後の構造化ファブリックにおけ
る接触面積およびポケット深さの比較的小さい変化は、注目に値する。
【００７３】
　図３に示され、表３に示し、参照Ａとして特徴付けされたサンディングされていないフ
ァブリックは、平面容積指数などの卓越した特性を有するにもかかわらず、製紙運転でフ
ァブリックを使用する前にファブリックのウェブ接触表面をサンディングすることが依然
としてしばしば望ましいことが留意されるべきである。例えば、サンディングは、製紙運
転におけるその初期の使用前にファブリックの接触表面をより平坦にするために使用され
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てもよい。本明細書で使用される場合の用語「サンディング」は、ファブリックの表面か
らの少量の材料の除去を示すことが意図される一般用語であることも留意されるべきであ
る。サンディングという用語は、材料を除去するためのいかなる特定の技術にも限定され
ないことを意味する。例えば、サンディングは、「研磨」、「研削」などと呼ばれてもよ
い操作を包含する。
【００７４】
　参照Ａから参照Ｄまでの構造化ファブリックについての計算した平面容積指数および非
長方形の平行四辺形平面容積指数を、図１２Ａに示す。比較のファブリックについての平
面容積指数および非長方形の平行四辺形平面容積指数も、図１２Ａに、同様に図１２Ｂか
ら図１２Ｄまでにおいても示す。比較のファブリックは、当技術分野で公知である構造化
ファブリックである。ナックルおよびポケット構造を示すファブリックのプリントも、図
１２Ａから図１２Ｄまでにおいて示す。
【００７５】
　図１２Ａから図１２Ｄまでのデータは、参照Ａから参照Ｄまでの構造化ファブリックと
比較のファブリック１からファブリック１０までとの平面容積指数間の実質的な差を示す
。参照Ａから参照Ｄにおける平面容積指数は、約２６～約３０であり、一方で比較のファ
ブリック１からファブリック１０における平面容積指数ははるかに低い。同様に、参照Ａ
から参照Ｄにおける非長方形の平行四辺形平面容積指数は、約２７～約３１．５であり、
一方で比較のファブリック１からファブリック１０における非長方形の平行四辺形平面容
積指数は、はるかに低い。当業者は、参照Ａから参照Ｄにおける構造化ファブリックの平
面容積指数および非長方形の平行四辺形平面容積指数により定量化される接触面積比とポ
ケット容積との組合せの多くの利点を理解する。例えば、接触面積が大きければ大きいほ
ど、製紙プロセスの間にウェブにより多くの支持表面を与え、事実、ほとんどベルト様の
形成表面を与える。別の例として、ポケット深さが大きければ大きいほど、有効使用にと
って磨耗し過ぎるようになるまでファブリックが走行する期間をより長くすることが可能
になる。すなわち、初期に深いポケットは、接触表面が製紙プロセスの間に実質的に磨耗
した後でも有効深さを依然として有する。深いポケットは、より大きいキャリパ製品を形
成させ得る。より具体的には、得られる製品のキャリパは、製紙プロセスの間にポケット
中に移動するウェブの部分により形成される製品のドーム構造に部分的に関係する。より
大きいポケットを与えることによって、参照Ａから参照Ｄまでの構造化ファブリックは、
より大きなドームを与え、そして次に、これは、最終紙製品においてより大きいキャリパ
を与える。理論に拘束されないが、参照Ａから参照Ｄまでの構造化ファブリックの平面容
積指数および非長方形の平行四辺形平面容積指数に由来するこれらの側面は、以下に詳細
に記載される本発明による製品の卓越した特性の、少なくとも部分的な原因であると考え
られる。
【００７６】
　特に、参照Ａから参照Ｄまでのファブリックについての平面容積指数および非長方形の
平行四辺形平面容積指数は、上に記載された狭い範囲内にある。上で検討したように、参
照Ａから参照Ｄまでは、図１に示すとおりの製紙機でその運転の間のファブリック上での
磨耗をシミュレートし、ファブリック参照Ｂは、製紙機での約９５０，０００サイクルの
運転に相関することがわかった。したがって、構造化ファブリックでのセルロース系ウェ
ブの非圧縮的脱水および乾燥を含めて、上に記載されたとおりの製紙プロセスで使用され
る場合、参照Ａから参照Ｄまでのファブリックは、製紙機の９５０，０００サイクルの運
転を通して、少なくとも約２６の平面容積指数、および少なくとも約２７の非長方形の平
行四辺形平面容積指数を有する。
【００７７】
　図３および図１２Ａならびに表３で示され、かつ特徴付けされるファブリックは、ハン
ドタオルの形態の吸収性シートなどの、紙製品を形成するために使用することができる。
本発明者らは、構造化ファブリックで製造されたこのような紙製品が卓越した特性の組合
せを有することを見出した。これらの特性、続いて、構造化ファブリックで製造された製
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品の具体例をこれから説明する。
【００７８】
　上で一般的に検討されたように、任意の紙製品の１つの重大な側面は、製品のキャリパ
である。一般的に言えば、キャリパが大きいほど、より良好である。本発明の一部の実施
形態において、吸収性シートなどの２プライ紙製品は、少なくとも約２５５ミル／８シー
トのキャリパを有する。本発明のなおさらなる実施形態において、２プライ紙製品は、少
なくとも約２６０ミル／８シートのキャリパを有し、さらには、２プライ製品は、少なく
とも２６５ミル／８シートのキャリパを有する。これらの製品の２プライは、上で検討し
たように、中間のプライなしに直接付着していることに留意されるべきである。当業者は
、２プライ製品についてのこのようなキャリパが、それら自体として、卓越していること
を理解している。
【００７９】
　また上で検討されたものは、紙製品の、特に吸収性ハンドタオルなどの製品における吸
収性の重要性である。本発明の紙製品は、飽和（ＳＡＴ）容量により定量化される、並外
れた吸収性を有する。ＳＡＴ容量は、簡単な吸収性試験機を用いて測定される。この試験
において、直径２．０インチ（５．０８ｃｍ）の試料製品を上部平坦プラスチックカバー
と底部溝付き試料プレートとの間に取り付ける。試料を１／８インチ（０．３２ｃｍ）の
広い周辺フランジ領域により適所に保持する。試料は、ホルダーによって圧縮されていな
い。３ｍｍ直径の導管を通して底部試料プレートの中心部において、７３°Ｆ（２２．８
℃）の脱イオン水を試料へと導入する。この水は、マイナス５ｍｍの水圧ヘッドにある。
機器機構により測定の開始時に導入されたパルスにより流れを開始させる。したがって、
水は、毛細管作用により放射状に外側にこの中心入口点から試料により吸収される。水吸
収の速度が５秒当たり０．００５ｇ未満の水に低下するときに、試験を終了する。貯槽か
ら除かれた、および試料により吸収された水の量を秤量し、試料１グラム当たりまたは試
料１平方メートル当たりの水のグラム数として報告する。吸収された量（ｇ／ｍ２）は、
ＳＡＴ変換減量を計算する目的に使用する。マルチプライタオルについてベースシートを
試験する場合、タオルで使用されるプライの数を試験する。例えば、２プライのベースシ
ートを積層し、試験し、次いで、ＳＡＴ変換減量を決定する目的のためにベースシートか
ら製造された２プライ完成製品と比較する。実際に、マサチュセッツ州ダンバーズのＭ／
Ｋ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｉｎｃ．により製造された重量測定吸収性試験システムを使用する
。水吸収性容量（ＳＡＴ）は、実際には機器それ自体により決定される。ＳＡＴは、重量
対時間のグラフが「ゼロ」勾配を有する、すなわち、試料が吸収を止めた点として定義さ
れる。試験の終了基準は、固定期間にわたって吸収された水重量の最大変化で表される。
これは基本的には重量対時間グラフに関するゼロ勾配の推定値である。プログラムは、「
緩やかなＳＡＴ（Slow SAT）」が指定されていない限り、終了基準として５秒の時間間隔
にわたって０．００５ｇの変化を使用し、指定されている場合は、カットオフ基準は２５
秒で１ｍｇである。
【００８０】
　本発明の実施形態において、２プライ紙製品は、少なくとも約６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ
容量を有する。本発明のさらなる実施形態において、２プライ紙製品は、少なくとも約６
７５ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量を有する。上に記載した２プライ製品についてのキャリパと同
様に、２プライ紙製品についてのこれらのＳＡＴ容量は、それら自体で、卓越している。
事実、以下に記載される具体例で実証されるように、本発明による２プライ紙製品につい
てのキャリパとＳＡＴ容量との組合せは、従来の紙製品では見られない。
【００８１】
　本発明による紙製品の別の重大な側面は、製品の引張り強さおよび伸張の比に関する。
乾燥引張り強さ（ＭＤおよびＣＤ）ならびに破断時伸張は、標準的なＩｎｓｔｒｏｎ（登
録商標）試験装置または様々な方式で構成されていてもよい他の適切な伸び引張り強さ試
験機によって、典型的には、５０％相対湿度で２３°±１℃（７３．４°±１°Ｆ）の雰
囲気で２時間調整した、ティシュペーパーまたはタオルの３インチ（７６．２ｍｍ）また
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は１インチ（２５．４ｍｍ）の幅広い細片を使用して測定する。引張り強さ試験は、２イ
ンチ／分（５０．８ｍｍ／分）のクロスヘッド速度で実験する。紙製品の引張り強さ比は
、製品のＭＤにおける製品の引張り強さとＣＤにおける製品の引張り強さとの比である。
同様に、紙製品の伸張比は、製品の破断時ＭＤ伸張と破断時ＣＤ伸張との比である。
【００８２】
　本発明の実施形態において、約１．１未満の引張り強さ比を有する紙製品が提供され、
なおさらなる実施形態において、約１．０未満の引張り強さ比を有する紙製品が提供され
る。当業者によって理解されるように、これらの引張り強さ比は、当技術分野で公知の他
の製品についての引張り強さ比よりも小さい。その結果、本発明による紙製品は、当技術
分野で公知の他の紙製品よりも大きいＣＤ引張り強さを示すことになる。この結果は、本
発明による紙製品が、すべての方向でより一貫した引張り強さを有する、すなわち、引張
り強さは、製品のＭＤおよびＣＤ方向においてほぼ同じである。
【００８３】
　キャリパ、吸収性、および引張り強さ特性に加えて、紙製品にとって重要である他の特
性がある。例えば、上で検討したように、吸収性ハンドタオルなどの紙製品の知覚柔軟性
は非常に望ましい。しかし、同時に、柔軟性は、通常は紙製品の吸収性およびキャリパに
逆比例する。本発明による紙製品は比較の紙製品よりも高い吸収性およびキャリパを有す
る一方で、この紙製品は他の紙製品と比較して柔軟性が大きくは低下していない。これは
、紙製品に対して行なわれた感覚柔軟性試験で見ることができる。紙製品の感覚柔軟性は
、ＴＡＰＰＩ規格（７１．２°Ｆ～７４．８°Ｆの温度、４８％～５２％の相対湿度）に
調整した試験領域における訓練されたヒト対象のパネルを使用することによって決定する
ことができる。柔軟性評価は、試験を行なった場合にそれぞれの訓練された対象に常に利
用可能である所定の柔軟性値を有する一連の物理的基準に依存する。訓練された対象は、
試験試料を物理的基準と直接比較して、試験試料の柔軟性レベルを決定する。次いで、訓
練された対象は、特定の紙製品に数字を割り当て、感覚柔軟性の数字がより高いほど、知
覚柔軟性がより高いことを示す。以下に記載される本発明による紙製品の具体例で実証さ
れるように、本発明の製品は他の公知の紙製品よりも高いキャリパおよび吸収性を有する
にもかかわらず、本発明の紙製品の感覚柔軟性は非常に良好である。
【００８４】
　当業者は、坪量または嵩高さ、伸張、引張りモジュラス、ＳＡＴ速度、幾何平均（ＧＭ
）破断および引張りモジュラスなどの、紙製品の様々な他の重要な特性があることを理解
している。特に、紙製造の経済性にとっての坪量または嵩高さの重要性は、上で検討され
ている。本発明による紙製品の追加の特性は、以下に記載される具体的な実施例に対して
与えられる。
【００８５】
　本発明による紙製品の優れた特性を実証するために、製品を、図１に示され、かつ上に
記載された全体的な構成を有する製紙機でＴＡＤプロセスを使用して製造した場合の試験
を行った。これらの試験では、図３に示されるとおりの、かつ図１２Ａおよび表３で特徴
付けられた特性を有する構造化ファブリックを製紙機で使用した。試験についての具体的
な実験条件を表４に示す。
【００８６】
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【表４】

【００８７】
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【表５】

【００８８】
　試験Ａから試験Ｅまでにおいて作製したベースシートを、標準的な変換装置を使用して
２プライ吸収性シートに変換した。変換プロセスは、米国意匠特許第６４８，１３７号（
この開示は、その全体を引用して援用する）に示されたパターンを使用するエンボス加工
を含んだ。エンボス侵入は、一部の試験について０．０７５インチ、および他の試験につ
いて０．１２０インチに設定した。具体的な変換プロセスパラメータを表５に示す。
【００８９】
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【表６】

【００９０】
　次いで、試験の一部からの変換された２プライ吸収性シートを、ＳＡＴ容量、キャリパ
、引張り強さ比、伸張比、および感覚柔軟性を含めて、シートの特性を決定するために試
験した。決定された特性を表６および表７に示す。表６および表７における表示「Ｎ／Ｄ
」は、特定の試験についてそのパラメータが測定されなかったという表示であることに留
意されたい。
【００９１】
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【表７】

【００９２】
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【表８】

【００９３】
　本発明による紙製品の高いキャリパと良好な吸収性との組合せは、当技術分野で公知の
他の紙製品では見られない。この証拠は、図１３に見ることができ、これは、上に記載し
た技術に従って製造した製品についてキャリパとの関連でＳＡＴ容量を示す。図１３は、
本出願の譲受人により、および他の製造業者により製造された比較の２プライおよび比較
の３プライ吸収性製品も示す。比較の２プライおよび３プライ製品は、構造化ファブリッ
クを用いて製紙プロセスで製造された製品、および構造化ファブリックの代わりに構造化
ベルトを用いて製造された２プライ製品を含む。このデータから見ることができるように
、本発明による試験製品はすべて、キャリパとＳＡＴ容量との卓越した組合せを有した。
具体的には、２プライ試験製品は、少なくとも約２５５ミル／８シートのキャリパおよび
少なくとも約６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量を有した。さらに、試験製品の一部は、７００
ｇ／ｍ２を超えるＳＡＴ容量を有し、４つの試験製品は、２６５ミル／８シートを超える
キャリパを有した。他方で、２プライの比較製品は、２プライ試験製品のキャリパとＳＡ
Ｔ容量との組合せを有したものはなかった。ＳＡＴ容量とキャリパとの組合せを有した唯
一の製品は、３プライの比較製品であった。当然ながら、当業者によって理解されるよう
に、３プライ製品の製造に伴うコストは、２プライ製品についてのものよりも相当に大き
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【００９４】
　上で詳細に検討したように、紙製品の吸収性およびキャリパは、一般には、紙製品の知
覚柔軟性に逆に関係する。図１３に示すデータと組み合わせて、表６および表７のデータ
は、本発明の製品についての吸収性、キャリパ、および柔軟性の卓越した組合せを実証す
る。本発明の紙製品は高い吸収性およびキャリパを実証する一方で、紙製品の柔軟性は、
表６および表７で示される感覚柔軟性値で示されるように、依然として比較的高い。比較
のために、同様の市販のハンドタオルは、一般的に５．１～６．８の感覚柔軟性を有し得
る。
【００９５】
　図１４は、本発明による試験製品のさらなる特性、ならびに比較の２プライおよび３プ
ライ製品の追加の特性を示す。具体的には、図１４は、試験製品および図１３に示した同
じ比較の製品についての引張り強さ比とキャリパとの関係を示す。試験製品のすべては、
少なくとも約６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量とともに、約１．００未満の引張り強さ比を有
した。より具体的には、試験製品は、約０．８５～約１．０の引張り強さ比を有した。他
方で、比較製品のほとんどは、１．００を超える引張り強さ比を有した。上で検討したよ
うに、試験製品の範囲の引張り強さ比は、すべての方向でより一貫した強さを有する製品
を与える。１．０を相当に超える引張り強さ比を有する比較製品は、すべての方向では一
貫した強さを有しないが、むしろ、ＣＤにおけるよりもＭＤで相当により大きい強さを示
す。
【００９６】
　本発明による製品のさらなる独特な特性は、図１５から図１７までに見ることができる
。図１５は、本発明による試験製品および比較の紙製品についての引張り強さ比の関数と
してのＳＡＴ容量を実証する。上で検討したように、２プライ試験製品は、少なくとも約
６５０ｇ／ｍ２のＳＡＴ容量および約０．８５～約１．０の引張り強さ比を有した。図１
５から明らかなように、ＳＡＴ容量と引張り強さ比とのこの組合せは、試験製品を２プラ
イおよび３プライの比較製品と異なるものにする。図１６および図１７は、本発明による
試験製品および比較製品についての、それぞれ、ＳＡＴ容量およびキャリパとの関連で伸
張比を示す。再度、試験製品は、比較製品のいずれにも見られない特性の独特の組合せを
有したことを見ることができる。
【００９７】
　前述の製品の具体例は、一般的には、ハンドタオルなどの、特定の市販製品をもたらす
、例えば、坪量、吸収性、キャリパなどのパラメータの狭い範囲を有したが、本明細書で
開示される技術および方法を使用して、様々な製品を製造することができることが当業者
によって理解される。本発明の広い範囲を実証するために、図１に示す構成を有する製紙
機でのＴＡＤプロセスを含めた、上に記載した技術を使用し、且つ、図３および図１２Ａ
ならびに表３および表４で特徴付けした構造化ファブリックを使用して、様々なベースシ
ートを製造した。これらのベースシートの特性を表８に示す。
【００９８】
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【表９】

【００９９】
　表８における結果は、本発明による製品に付与され得る、坪量、キャリパ、およびＣＤ
湿潤引張り強さを含む、広範囲の特性を実証する。理論によって拘束されないが、これら
の特性は、本製品を形成するために使用した構造化ファブリックの独特の性質によって少
なくとも部分的に可能にされていると考えられる。例えば、上で検討したように、構造化
ファブリックの平面容積指数は、製品の特性に対して相当な効果を有し、構造化ファブリ
ックの平面容積指数は、当技術分野で公知の他の構造化ファブリックの平面容積指数とは
非常に異なる。
【０１００】
　本発明をある特定の具体的な例示的実施形態で説明してきたが、多くの追加の変更およ
び変形が、この開示を考慮すると当業者に明らかである。したがって、本発明は、具体的
に記載されたのものとは別の方法で実施されてもよいことが理解されるべきである。した
がって、本発明の例示的実施形態は、すべての点で、例証的であって、制限的ではなく、
本発明の範囲は、前述の説明によってよりもむしろ、本出願およびその均等物により支持
可能ないずれかの特許請求項によって決定されるべきある。
【産業上の利用可能性】
【０１０１】
　本発明は、ハンドタオルなどの所望の紙製品を製造するために使用することができる。
したがって、本発明は、紙製品産業に利用可能である。
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